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　（要旨）
近年，非営利組織体の財務情報が外部報告化される潮流にある中で，医療法人については情
報開示が進んでいるとは言えない。しかし，高齢社会の到来や赤字病院が相当数存在すること
等を勘案すれば，病院の６割以上を設置する医療法人外部財務情報の開示を拡充することは重
要である。こういった認識のもと本稿では，米国の例を踏まえて外部財務情報開示の根拠や方
法を検討することによって，医療法人の外部財務報告開示制度拡充の必要性や方向性を展望す
ることを目的とする。
このためまず第２章では，医療法人の外部財務情報開示制度と会計基準の現状を整理し，第
３章では医療法人の財務情報の外部報告化の必要性について，他の非営利組織と比べて外部報
告化が遅れていること，医療を取り巻く経済・社会環境が厳しいことなどから検討を行った。
そして第４章では，日米の非営利組織の会計概念フレームワークを比較しながら，外部財務情
報開示の目的と情報利用者について検討した。ここで，両国では情報開示における納税者の位
置づけが異なることに着目し，わが国においても公共の資源（税や社会保険料）を収入の大半
とする医療法人において，アカウンタビリティの視点から外部財務情報開示が促進されるべき
であるとした上で，第５章では，納税者等に対するアカウンタビリティの視点から米国では「非
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1　はじめに

後述するように，近年，非営利組織体の財
務情報が広く外部報告化される潮流にある中
で，非営利組織体に位置づけられる医療法人
については情報開示が進んでいるとは言えな
い。しかし，高齢社会の到来や赤字病院が相
当程度存在すること等を勘案すると，外部利
害関係者の視点からは，病院の６割以上を設
置する医療法人の外部財務情報の開示を拡充
することは重要である１）。こういった認識の
もと本稿では，非営利組織体の病院について
外部財務報告が広く行われている米国の例を
踏まえて，医療法人の外部財務情報開示の根
拠や方法を検討することによって，医療法人
の外部報告開示制度拡充の必要性や方向性を
展望することを目的とする２）。
このためまず第２章では，医療法人の情報
開示制度と会計基準の現状を整理し，第３章
では医療法人の財務情報の外部報告化の必要
性について，他の非営利組織と比べて外部報
告化が遅れていること，医療を取り巻く経済・
社会環境が厳しいことなどから検討を行った。
そして第４章では，医療法人が非営利組織体
の一分野に位置づけられることから３），日米
の非営利組織の会計概念フレームワークを比
較しながら，外部財務情報開示の目的と情報
利用者について検討した。ここで，両国では
情報開示における納税者の位置づけが異なる
ことに着目し，わが国においても公共の資源
（税や社会保険料）を収入の大半とする医療
法人において，アカウンタビリティの視点か
ら外部財務情報開示が促進されるべきである
とした上で，第５章では，納税者に対するア

カウンタビリティの視点から米国では「非営
利組織体」の財務情報の開示がWeb上で広
く行われていることについて考察した。そし
て最後に第６章では，わが国においても医療
法人を含む非営利法人全体の情報を一元的に
開示すること，開示される情報には財務情報
のみならず非財務情報が含まれる必要がある
とした。
なお，医療法人は，「病院，医師もしくは

歯科医師が常時勤務する診療所または介護老
人保健施設を開設しようとする社団または
財団」（医療法第39条１項）であり，現在そ
の数は49,889法人（2014年３月31日現在）に
のぼる。これを施設別にみると全国の病院
（8,540）の約67％，一般診療所（100,528）の
約38％に当たる（厚生労働省，2013）。また
医療法人は，都道府県知事もしくは厚生労働
大臣による認可主義により設立され，医療法
上，営利目的の病院等の設立は認可しない（第
７条），剰余金の配当をしてはならない（第
54条）と定められている非営利組織である４）。

2　医療法人の外部財務情報開示制度

⑴　医療法人の外部財務情報開示規定
医療法人の外部財務情報の開示制度にはい

くつかの側面がある。まず，医療法により毎
会計年度終了後２月以内に，事業報告書，財
産目録，貸借対照表，損益計算書，その他（以
下，事業報告書等という）を作成し（第51条），
これを各事務所に備えて置き，その社員若し
くは評議員又は債権者から請求があった場合
には，正当な理由がある場合を除いて，これ
を閲覧に供しなければならないこととされて

営利組織体」の外部財務情報の開示がWeb上で広く行われていることについて考察した。そし
て最後に第６章では，わが国においても医療法人を含む非営利法人全体の情報を一元的に開示
すること，開示される情報には外部財務情報のみならず非財務情報が含まれる必要があるとし
た。



医療法人の外部財務報告制度の拡充

— 73 — 『商学集志』第 84 巻第３・４号（’15. 3）

いる（第51条の２）。これは情報利用者及び
開示場所を限定し，さらに開示方法も閲覧に
限るなど極めて限定的なものと言える。
さらに，同法第52条第１項によって毎会計
年度終了後３月以内に，事業報告書等を都道
府県知事に届けなければならないと定められ
ている上，同条第２項では，都道府県知事は
請求があった場合にはこれを閲覧に供しなけ

ればならないこととされている。これは同法
第51条の２よりも情報利用者の範囲を拡大し
ているものの，開示方法としては事業者では
なく知事が請求によって閲覧させるという手
続きを踏むため，情報開示が広く行われてい
るとは言い難い。なお，ここに挙げられた事
業報告書等の様式については，「医療法人に
おける事業報告書等の様式について」（厚生

表1　病院を設置する主な非営利法人の外部財務情報開示関連規定

注 １）一人医療法人への適用は前提とされていない（「基準１.⑵」）。ほかに病院には病院会計準則がある。
  ２）社会医療法人には別途定めがある（法第51条の２，第２項）。
  ３）内閣府によるHPである国・都道府県公式公益法人行政総合情報サイト「公益法人information」（www.koeki-info.

go.jp）を用いて事業報告等の閲覧請求ができる。
  ４）厚生労働省通知「「社会福祉法人の認可について」の一部改正について」（2014年５月29日）により資金収支計算書、

事業活動計算書，貸借対照表の公表義務化（2015年４月１日施行）
  ５）文部科学省通知「平成25年度学校法人の財務情報等の公開状況に関する調査結果について」（2014年２月25日）に

よりHPによる財務情報提供を依頼。現在HPに掲載している学校法人は98.6%。
出典）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律，公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律，社会福祉法、

私立学校法，医療法の各条文より筆者作成。
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労働省医政局長，2007）により定められている。
このほか社会医療法人債を発行する社会医
療法人については，別途，財務諸表等規則第
２条が適用される。この場合，「社会医療法
人債を発行する社会医療法人の財務諸表の用
語，様式および作成方法に関する準則」（厚
生労働省，2008）が適用されるとともに，こ
れに規定される事項以外については金融商品
取引法が適用される一般企業と同様，財務諸
表等規則が適用されることとなる。この場合，
広く資金調達をするという性質からオープン
な情報開示が求められている。しかしこれは
一般の医療法人の外部財務情報開示とは関連
がない。
ところで医療法人は病院の67％を設置する
主体であるが，病院はそのほか多様な主体に
より設立されている５）。表１は病院を設置で
きる主たる非営利組織体の外部財務情報開示
に関する規定を一覧にしたものである。この
表から明らかなように，各設立主体はそれぞ
れが別々の根拠法に依っており，外部財務情
報の開示規定も設立主体ごとに異なっている。
したがって，情報開示の目的，情報利用者・
請求者なども異なっている。つまり例えば病
院という視点で多様な設立主体による病院の
外部財務情報を一元的に入手したり比較した
りすることはできない。
また，医療法人が行うことができる業務と
しては本来業務（医療提供行為）を行う病
院，診療所，老健施設，附帯業務（医療提供
行為に附帯する行為）を行う在宅介護支援セ
ンター，訪問看護ステーション，社会福祉事
業（社会医療法人が行える業務）であるケア
ハウス，デイサービスセンターなど多種・多
様にわたっている。例えば一つの医療法人が
様々な業務を行う施設を複合的に経営してい
た場合，そのうちの病院部分については施設
会計として病院会計準則が適用されている
が，介護老人保健施設には介護老人保健施設
会計・経理準則，訪問介護ステーションには

訪問看護事業会計・経理準則などが適用され
ることとなるため複雑な会計が行われてきた
上，医療法人全体の会計を適切に把握するこ
とが難しい状況が続いてきた。このような中，
2014年にようやく医療法人全体をカバーする
医療法人会計基準が新設された。

⑵　医療法人会計基準の新設
医療法人は病院の主要な設立主体であるが，

病院という施設ごとに適用される会計規定と
して病院会計準則は存在するものの６），医療
法人全体を規定する会計基準はこれまで存在
していなかった。また，この病院会計準則の
目的は「病院の財政状態及び運営状況を適正
に把握し，病院の経営体質の強化，改善向上
に資すること」（第１章総則，第１目的）と
あるように，内部管理に主眼が置かれており
外部報告を目的としたものとはなっていない。
しかし2014年に，四団体病院協議会による

「医療法人会計基準に関する検討報告書」（以
下，検討会報告書という）において医療法人
会計基準が策定され，これについての「医療
法人会計基準について」（以下，基準通達と
いう）が出された７）。これによってこれまで
空白であった医療法人に医療法人会計基準が
新設された。医療法人会計基準設定までの経
緯について，井出（2014）に依拠しながら外
部財務情報開示に関する部分を中心に整理し
てみよう。
医療法人会計基準設定についての議論の発

端は2002年の四病院団体協議会「病院会計準
則等の見直しに関して（中間報告）」（以下，
中間報告という）に見ることができる。この
背景として2000年からの介護保険制度の開始
がある。つまり医療法人が開設・運営できる
事業が多様化すると考えられたため，これま
でのような病院という施設に着目した病院会
計準則のみではなく医療法人全体としての財
政状態及び経営成績を適正に把握できる会計
基準を明らかにする必要が生じたのである。
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しかし，これは総則や各原則などを条文化し
たものではなく，財務諸表のひな形を提示す
るにとどまるものであった。
次いで2003年に出された厚生労働省特別研
究事業報告書「平成14年厚生労働特別研究事
業病院会計準則と医療法人会計基準の必要性
に関する研究―病院会計準則見直し等に係る
研究報告書―」（以下，特別研究事業報告と
いう）では，医療法人全体の経営状態を明ら
かにする会計基準として病院会計準則とは別
に医療法人会計基準が必要であるとして，病
院会計準則とは異なる新たな医療法人向けの
会計基準を設定すべきとされた。そして医療
法人会計基準の新設により，「異なる開設主
体との経営の比較可能性を確保できるととも
に，法人全体の財務諸表が医療法人間の運営
状況及び財政状態の比較を可能とする」（特
別研究事業報告Ⅴ. ２）とされている。この
時点では，会計基準の必要性として比較可能
性が挙げられていることから，医療法人会計
基準には外部報告が意図されていたと見るこ
とができる。
こうした経緯を踏まえ，2014年に医療法人
会計基準が新設された。これは「医療法第50
条の２に規定する一般に公正妥当と認められ
る会計の慣行の一つとして認められる」（基
準通達）との位置付けを持っている。検討会
報告書では医療法人会計基準制定の考え方と
して「会計基準の制定や改正の議論において
は，情報開示の詳細化の問題と会計基準その
ものの問題が混然一体となって行われること
がある。しかし，現状の医療法人において緊
急の課題は，会計基準のないことによる，す
でに公開されている外部財務情報の信頼性に
疑問を呈されていることを払しょくすること
にある。そこで，本報告は，会計基準の制定
と情報開示の充実は別の問題であるとの認識
のもと，まずは…処理基準がない問題の解決
を図るために，…なるべく早期に，一定の結
論を得ることを重要視した。」（検討会報告書，

１.⑵）とされている。つまり，新設された
医療法人会計基準においては情報開示に関す
る検討は先送りされた。情報開示という点か
らいえば先の特別研究事業報告よりも後退し
たものとなっているといえよう８）。

３　外部財務報告の必要性

第２章で，医療法人の外部財務情報開示に
課題があることを述べたが，他の非営利理組
織の開示制度と比べるとどのような状況なの
だろうか。表１から各非営利組織体は，それ
ぞれ別々の根拠に基づいて外部財務情報を開
示していることがわかる。これらはいずれも，
情報利用者・請求者等の面において医療法人
より開示が進んでいるが，これは近年におい
て財務情報の外部報告化が拡充してきた結果
である。その背景には，規制緩和にともない
官による監視から民による監視を実現するた
めの透明性の確保，非営利法人の経営管理の
不透明性・不祥事への批判，政府の財政ひっ
迫に伴う補助金の削減による多様な財源確保
の必要性，国民の非営利組織との共同意識の
高揚などが挙げられる。社会に対して，組織
体およびその活動についての透明性を高め，
その存在意義への理解を得る必要性が増して
きたのである。
わが国の非営利組織会計の中核をなす公益

法人会計を例にして，情報の外部報告化の流
れを尾上・古市（2014），岡村（2012）に依
拠して概観してみよう。まず1960年代後半か
ら1990年代中頃は，公益法人の不祥事を契機
とした行政監察に基づく規制強化，所轄庁の
指導や監督の強化が行われた。公益法人会計
基準が制定されたのもこの時期（1977年）で
ある。この時代の公益法人の情報開示は所轄
庁の指導・監督に資するためのものであり，
一般に向けて公表するという位置づけではな
かった。続く1990年代中旬から2000年代中旬
には，行政改革に連動した規制強化が行われ
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た。1996年には公益法人の設立許可及び指導
監督基準が作成され，翌年には情報公開の規
定が設けられた。なお，1999年には情報公開
法が制定されている。この時代の公益法人の
情報開示も基本的には所轄庁の指導・監督に
資するものとして作成・提出されるもので
あった。しかし，公益法人の運営等の不透明
さが社会問題化したこと等を契機として2001
年にはWebを利用した情報開示も始まるよ
うになった９）。そして2000年代中旬から現在
までは，法人のガバナンス・情報開示による
自律が図られるようになってきた。2006年に
公益法人制度改革関連三法が成立し，2008年
に施行された10）。これにより公益法人の情報
開示はそれまでと全く異なるものとなった。
法人の主体的かつ自律的なガバナンスや社会
による監視を可能にするために情報開示が必
要不可欠なものと位置付けられた。
公益法人をめぐる経済・社会環境の変化に
伴い公益法人会計基準も2004年に改定が行わ
れた。この改定の柱の一つは開示情報の充実
である。公益法人会計は「予算準拠主義に代
表されるような法人の内部管理を重視する考
え方から，寄付者のみならず国民一般を含め
た，法人の外部利用者に向けた外部報告を重
視する考え方へとその目的の重点を移行させ
た」（川村，2012，p.336）のである。すなわ
ち予算準拠よりも外部報告，ガバナンスより
もディスクロージャーという流れである。さ
らに2008年には2006年に行われた公益法人制
度改革に伴う基準改正が行われたが，そこで
も外部報告重視の考え方が堅持されているの
である。
公益社団法人及び公益財団法人では情報利
用者を「何人（なにびと）でも」（公益社団
法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
第21条）としている。これは表１の情報利用
者・請求者欄の記載から明らかなように様々
な非営利組織の中で情報利用者をもっとも広
く捉えている。この「何人でも」情報にアク

セスできる環境づくりとして，現在，内閣府
によるHPである国・都道府県公式公益法人
行政総合情報サイト「公益法人information」
（www.koeki-info.go.jp）を用いて事業報告等
の閲覧請求ができる仕組みができている11）。
このほかにも社会福祉法では2000年に介護

保険制度がスタートし，措置制度から利用契
約制度に移行した際，法人の情報開示が図ら
れ「福祉サービス利用者その他の利害関係者」
（社会福祉法第44条第４項）が情報利用者と
して位置付けられた。ここでは，直接的な経
済的利害関係人（債権者等）を超えてサービ
ス利用者なども情報利用者として明示されて
いる点が先導的である。さらに，サービス利
用者を外部財務情報の利用者として位置付け
たのは学校法人でも同様である。学校法人で
は情報利用者として「在学生その他の利害関
係人」（私立学校法第47条）が挙げられている。
このように情報利用者として捉えられる範囲
は拡大してきているのである。また，表１の
開示方法欄に記載したように主体ごとにイン
ターネットでの開示も進められてきている。
これらと先に検討した医療法人の情報開示

の現状を比べてみると，医療法人では外部財
務報告への適応が遅々としていることがわか
る。しかし，医療法人こそ外部財務情報開示
の必要性が高まる環境にあると考えられる。
医療機関の経営状況について様々な主体によ
る調査が行われているが12），例えば，病院運
営実態分析調査によれば，2013年における
黒字病院は私的病院の62.4％，自治体病院で
は8.8％に過ぎない（一般社団法人全国公私
立病院連盟，2014，p.10）。また2000年から
2012年の間における医療機関の倒産は，数で
みると437件，老人福祉事業者では164件にも
上っている（帝国データバンク，2013）。病
院経営は全体で見ると安定しているとは言い
切れず，事業の継続性という点からの懸念も
生じよう。さらに，医療・介護事業者の統廃
合，M＆A，グループ化が活発になっている
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ことから，サービス提供の連続性も不透明で
あると見ることもできる（石津，2009）。医
療・介護事業の経営持続性は大きな課題であ
る（西田，2011）。
これら経営の不安定性は，経済的資源提供
者にとって病院の外部財務情報開示の必要性
が高まってきていることを意味している。し
かしながら外部財務情報開示の必要性は，こ
ういった経済的資源提供者にとってのみ必要
なのではない。高齢の要介護者が増加する傾
向にある現在において，要介護期が長期化す
ること等を勘案すれば，サービス提供事業者
の経営の安定・サービスの持続的提供の可否
と大きく関わる外部財務情報は，入院に際し
ての病院選択にとって重要なものであると考
えられる。これは先に検討した社会福祉施設
において施設利用者が情報利用者として位置
付けられていたのと同様であろう。社会保障・
税一体改革が目指す改革シナリオによる2025
年度の医療・介護のサービス利用者数の見
込みは，在宅介護が449万人分，介護施設が
1331万人分，居住系サービスが61万人となっ
ている。超高齢化社会を迎え，医療機関の外
部財務情報開示は医療サービス利用者にとっ
て今後ますます必要になってくるだろう。
わが国の国民医療費は平成23年度で38兆
5,850億円に上っており，これを財源別にみ
ると公費が14兆8,079億円（国庫10兆307億
円，地方４兆7,772億円）で38.4％を占めてい
る。また保険料は18兆7,518億円で48％，被
保険者（雇用者と被雇用者で折半）はこのう
ち10兆9,555億円を負担している（厚生労働
省（2011）。病院の収益の９割以上を占める
医業収益の大半が税と社会保険料で賄われて
いることから，公共の資源の受託責任として
外部財務情報開示の必要性を捉えることがで
きる。
納税とアカウンタビリティの関係について
堀田（2013，pp.17−18）は，パブリック・
アカウンタビリティの論述の中で，納税者と

政府の関係と納税者と非営利組織の関係を
区別し，前者の利害関係者（ある組織の計
慮，資源，アウトカムについて何らかの要求
をすることのできる個人，集団，組織）と後
者のそれとは同じではないとしながらも「し
かし，非営利組織は社会が承認してきた有形
の便益を受け取るがゆえに納税者に対して明
らかな義務を負うものである。」とし，さら
に「…公的資源，税金，寄附控除など相当な
公共投資がなされている以上，このような公
共の資源の受託責任としての非営利組織の役
割に関するアカウンタビリティとして，非営
利組織のpublic accountabilityの概念が提唱
されている…」としている。さらに，公共の
資源を利用する責任からの情報開示について
興津（2009，p.181）は「公益法人は税制面
での優遇措置を受けており，また，補助金を
受けている法人もあり，納税義務を負ってい
る国民全体に対する情報開示を展開する義務
がある。」としている。これは公益法人につ
いての言及であるが，公共の資源を利用して
いるという面からは医療法人にも同様のこと
が言える。税金を介した受託責任を根拠とし
て，医療法人の外部財務情報の開示の拡充を
求めることができよう13）。
これまで検討してきたように，医療法人の

外部財務情報開示は他の非営利組織における
外部財務情報の外部報告化，病院の経営悪化，
サービスの継続的提供の必要性，そして公共
の資源の利用についての受託責任といった点
から必要性を見出すことができる。特に税や
公的社会保険といった公共の資源，公的資金
の投入といった視点からの外部財務情報開示
の必要性は第４章及び第５章で検討する米国
の現状に見ることができるものである。

４　外部財務情報開示の目的と情報利用者

医療法人は誰のどのような目的のために外
部財務報告が必要なのかについて検討する手
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段として，日米における非営利組織体の会計
概念フレームワークに依拠して，非営利組織
体における外部財務情報の開示の目的と情報
利用者について検討してみよう。米国は1980
年にすでに非営利組織体の外部財務報告につ
いて情報利用者の視点からの会計概念フレー
ムワークを構築しており，外部財務報告の会
計概念フレームワークの「先進国」と位置付
けられる。

⑴　日米の非営利組織会計概念フレーム
ワークの比較
非営利組織会計の概念フレームワークとし
て，米国ではFASB（Financial Accounting 
Standards Board，米国財務会計基準審議
会）の「財務会計概念書第４号非営利組織の
財務報告の目的」（Statements of Financial 
Accounting Concepts，No. ４ Objectives 
of Financial Reporting by Nonbusiness 
Organizations，以下，SFAC No. ４という）が，
わが国では日本公認会計士協会の「非営利法
人委員会研究報告第25号非営利組織の会計的
枠組み構築に向けて」（以下，第25号という）
がある。
SFAC No. ４は，非営利組織体の財務報告
の基本目的を，一般的な目的からより具体的
な目的へ進むよう構成されている。つまり，
まず，「資源配分意思決定を行なうのに有
用な情報」（par.13）を出発点とする。これ
は，「資源提供者その他の情報利用者が，非
営利組織体へ資源を配分する際に合理的な意
思決定を行なうために有用な情報を提供す
る」（par.33）ことを意味している。その前
提として「財務報告はそれ自体が目的なので
はなく，経済的意思決定を行うために有用な
情報を提供すること」（par.13）が意図され
ているのである。これは米国会計学会の会計
の定義である「情報の利用者が事情に精通し
て判断や意思決定を行なうことができるよう
に経済的情報を識別し，測定し，伝達するプ

ロセス」（American Accounting Association，
1966）という会計の情報提供機能に立脚した
ものと考えられ，情報開示が意思決定有用性
という会計目的と不可分に結びついているこ
とがわかる。
次いでその情報利用者のニーズとして「そ

の組織体の業績についての情報，及びその組
織体の管理者がどの程度受託責任を果たした
かについての情報」（par.33）に言及し，最
後に「彼らのニーズに合致する財務報告が提
供できるような情報の類型」（par.33）につ
いて述べている。ここに，受託責任の考え方
が明確に打ち出されている。
また，情報利用者としてSFAC No. ４は，

非営利組織体の現在および将来の情報利用者
として会員，納税者，寄付者，交付者，与信
者，仕入先，債権者，従業員，管理者，取締役，
用役受益者，税務当局，監督官庁，立法機関
など多様なグループを挙げ（par.29），この
うち資源提供者を情報の重要な利用者として
いる（par.36）。この資源提供者は，資源提
供に関して直接的な報酬を受ける人々（与信
者，仕入先，従業員）と，直接的にまたは比
例して報酬を受けない人々（会員，寄付者，
納税者）の２種類に分けて捉えられている
（par.29）。そして，そういった資源提供者の
ニーズに合う情報は「本質的に資源提供者と
同じ側面に関心を持っているその他の情報利
用者にとっても有用」（par.36）としている。
つまり，SFAC No. ４は一般外部目的であり，
情報利用者の中でも資源提供者を中心的な情
報開示対象者としていることがわかる。
第25号も財務報告の目的は，「情報利用者

の意思決定に有用な情報を提供することにあ
る。」（Ⅳ３⑵①）としている。そして利害関
係者として資源提供者，債権者，受益者，従
業員，ボランティア従事者，地域住民等を挙
げている。さらにこれら多様なグループの中
で特に非営利組織の主な利害関係者を資源提
供者及び債権者であるとし，一般の情報利用
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者としてこれらのものを主たる情報利用者と
して想定することが適切であるとしている
（Ⅳ３⑵）。ここで資源提供者とは，会員，寄
付者，助成金・補助金の提供者（政府その他
の公共団体も含めることができる）であり，
債権者とは，金融取引又は商取引によって債
権を有する者である（Ⅳ３⑵）。そして，こ
れらの利害関係者の期待から，その情報ニー
ズとして「ア，非営利組織の目的」，「イ，活
動の方針及び計画」，「ウ，継続的活動能力」，
「エ，活動の努力及び成果に関する実績」を
挙げ，この中で会計に期待されるのはウとエ
を理解するための情報提供であるとしている
のである（Ⅳ３⑵Ⅰ②）。

⑵　SFAC No. ４と第25号の相違
両者は，財務報告の目的を意思決定に有用
な情報の提供としている点は同様である。し
かし，SFAC No. ４は財務報告の目的をブ
レークダウンする中で受託責任を打ち出して
いるが第25号では受託責任への言及がなされ
ていない点で異なっている。さらに両者では，
主たる情報利用者として捉えられているグ
ループに違いが含まれている。
まず，情報利用者から検討してみよう。
SFAC No. ４は情報の主たる利用者として資
源提供者を挙げているが，その中身を直接的
な報酬を受ける人々と，直接的にまたは比例
して報酬を受けない人々というように，資源
提供者の中を２種類に区別している。同じ「資
源提供者」であっても，直接的な報酬を受け
る人々と，直接的にまたは比例して報酬を受
けない人々とでは情報の関心の所在が大きく
異なる。直接的な報酬を受ける人々，すなわ
ち与信者，仕入先，従業員は非営利組織体を，
「彼らが供給する現金，財貨または用益に対
する支払いの源泉」として見ている。このた
めこれらの者の関心は「当該組織体が期日ま
でに債務を返済するキャッシュ・フローを創
出する能力があるかどうか」（par.30）にあ

る。これは営利企業における投資者・債権者
と同じである。他方，直接的にまたは比例し
て報酬を受けない人々として会員，寄付者，
納税者が挙げられており，このうち会員や寄
付者は「組織体がいかにうまくその基本目的
を達成しているかを評価するための基礎とし
て，また支援を継続するかどうかを評価する
基礎」（par.30）として情報に関心を示すと
しており，納税者は「政府に援助されている
組織等が組織運営目的を達成しているかどう
か」（par.30）を評価するために情報を必要
としているのである。
ところで，SFAC No. ４では，これら２種

類の「資源提供者」を同じには捉えていない
と考えられる。なぜならSFAC No. ４は非営
利組織体の要件として，①提供する資源に比
例した対価または経済的便益の受領を期待し
ない資源提供者から，資源の大部分を受領す
ること，②利益または利益同等物を得て物品
またはサービスを提供すること以外に主な運
営目的があること，③売却，譲渡し若しくは
償還が明確に規定された所有者権益または当
該法人の清算の場合に残余財産の分配を受け
る権利を明確に規定した所有者権益が存在
しないこと，の３つを挙げている（par. ６）。
経済的見返りを求めない出資者からの出資が
大半であることを非営利組織体の要件として
いることからすれば，先の２種類の「資源提
供者」のうち後者すなわち直接的にまたは比
例して報酬を受けない会員，寄付者，納税者
のほうこそが主たる資源提供者ということに
なる。さらに，SFAC No. ４では，「現在及
び将来」の情報利用者を対象としている，つ
まり広く潜在的利用者である将来の会員，将
来の寄付者，そして将来の納税者も含めてい
るのである。
表２はSFAC No. ４と第25号における財務

報告の主たる情報利用者を比較したものであ
る。これを用いてSFAC No. ４と第25号の情
報利用者を比べ，納税者についての捉え方が
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異なることについて検討してみよう14）。
SFAC No. ４は納税者を主たる利用者の中
に直接的に位置付けている。しかし第25号は
そうではない。第25号においては，税との関
係でいえば主たる利用者に「助成金・補助金
の提供者（政府その他の公共団体も含めるこ
とができる）」というところで関連を見出す
ことができるにとどまる。つまり政府等に
よって，税を財源とした補助金等が交付され
た場合に関連が生じることになる。したがっ
てここにもし納税者が位置付けられているの
であれば，それは政府等を介在とした間接的
な利用者として登場するに過ぎない。つまり，
納税者に対するアカウンタビリティの捉え方
の軽重が日米で異なっていると見ることがで
きる。米国において納税者へのアカウンタビ
リティが明確になっていることは，第4章で
検討するように課税当局である内国歳入庁
（Internal Revenue Service，以下，IRS）によっ
て税金控除組織の外部財務情報開示制度が整
備されていることと関連していると考えられ
る。
情報利用者として誰を対象に据えるかとい
うことと財務報告の目的とは密接に関係して
いる。先にSFAC No. ４における外部財務情
報の情報開示目的には受託責任が含まれてい
ることを確認したが，納税者を利用者として
位置付ける場合，外部財務情報の目的に受託
責任を明示する必要がある。なぜなら，納税

は強制徴収であるため，納税義務者にとって
の意思決定有用性という考え方のみでは必ず
しも十分説明できないからである15）。納税者
を情報利用者として位置付けるためには，財
務報告の目的として受託責任が位置づけられ
る必要がある。
第３章で述べたように，わが国においては

病院の収益の大半が医業収益であり，国民医
療費の財源の約４割が公費，５割が社会保険
料である。つまり国民は患者という立場で医
療機関の利害関係者であると同時に社会保険
料の負担者，納税者として医療機関の利害関
係者と言える。医療機関へのフリーアクセス
が保障されているわが国の医療制度において
は，患者という側面から意思決定のために情
報開示が必要であることは言うまでもない。
しかしそれのみならず，患者でなくとも税金
や社会保険料の負担者という側面から情報開
示が保障されてしかるべきではないだろうか。
納税や社会保険料負担を介して国民と医療
サービス提供主体の間には委託受託関係を見
ることができるからである。
さらにSFAC No. ４は，受託責任について，

「非営利組織体はしばしば自立的ではなく（す
なわち利益指向型ではなく），その資源提供
者の継続的援助に依存している」（Appendix 
B.b⑵）ために，非営利組織の受託責任は営
利組織のそれよりもさらに重要としている。

表2　SFAC No. ４と第25号における財務報告の主たる情報利用者

出所）Financial Accounting Standards Board（1980），Statements of Financial Accounting Concepts，No. ４ Objectives 
of Financial Reporting by Nonbusiness Organizations（par.29，par. ６），日本公認会計士協会（2014）の「非営利法
人委員会研究報告第25号非営利組織の会計的枠組み構築に向けて」（Ⅳ. ３⑵）から筆者作成。
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５　米国における「非営利組織」の外部財
務情報開示制度

外部財務情報の開示手段としては，閲覧，
謄写，Webというレベルがある。また，情
報の開示場所としては，当該法人の事務所，
所轄庁，当該法人のHP，所轄庁等のHP，第
三者の統合的HPというレベルがある（石津，
2014）。これら開示手段と開示場所の組み合
わせによって多様な情報開示レベルが存在す
る。例えば，第２章で検討した医療法に関し
て，第51条の２に基づく情報については，開
示手段は閲覧，開示場所は当該法人の事務所
であり，第52条第１項に基づく情報について
は，開示手段は閲覧だが開示場所は所轄庁（こ
の場合都道府県知事）である。こういったレ
ベルでは実質的な情報入手には制約が生じて
しまう。一方，公益法人については開示手段・
場所は所轄庁（「公益法人information」は内
閣府）によるHPである。この場合，Web上
で開示申請をしてメールにて情報を入手する
という手続きを踏む必要があるものの，この
ようなWebでの統一的情報公開というのは
画期的であり，外部情報利用者の情報への
アクセス環境は格段に進歩したと評価でき
る。今後，他のタイプの非営利法人が所轄庁
のホームページで情報開示するようになれば，
現在と比べて利便性が増進される16）。

しかしその場合でも所轄庁ごとに開示され
るのでは別の所轄庁の法人との情報の比較可
能性という意味で十分ではない。第２章で検
討したようにわが国の非営利組織における，
予算準拠よりも外部報告，ガバナンスよりも
ディスクロージャーという情報開示の外部化
の流れの中で，情報開示が社会において有効
に機能するためには，所轄庁横断的・一元的
な―情報入手レベルとしては「Webによる
第三者の統合的HPレベル」の―情報公開が
必要ではないだろうか。米国においてはすで
にそれがなされている17）。
米 国 に お い て は1996年 か らTBOR2

（Taxpayer Bill of Rights ２）により税控除
組織18），非免除公益信託，一定の政治組織に
対してIRSへのForm990s（年次報告書）の
提出・一般公開が義務付けられている19）。こ
のForm990sは提出組織体への「公共による
監視」を目的とするものである（IRS（2013）
p. ２）。Form990sの デ ジ タ ル 化 はNCCS
（National Center for Charitable Statistics）
（http://nccs.urban.org）を通じて行われる
（Mclaughlin，2002），。このうちForm990は
表３に示した12項目の書類で構成されている。
そして，該当組織のHP，あるいはNCCSや
ガイドスター（http://www.guidestar.org）
といったフリーのデータベースからWeb上
でForm990sへのアクセスが保証されている

表３　Form990の項目

（出典）IRS Form 990より作成（http://www.irs.gov/pub/irs-pdf/f990.pdf）（2014年11月20日アクセス）
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（Smith，2009）。
Form990が提供する直接的な会計情報は
PartⅧの「収入の状況」，PartⅨの「機能別
支出の状況」，PartⅩの「貸借対照表」，Part
Ⅺの「純資産の整合性確認」の項目である。
Form990の特徴として，課税当局から提供さ
れる情報ではあるが，外部財務情報に限らず
ガバナンスについての項目（PartⅥ）なども
含まれていること，当該団体の行った事業プ
ログラムごとに事業内容・実績および収支状
況がわかることが挙げられる。例えば，利用
者は関心がある特定のプログラムの具体的な
内容をPartⅢの「プログラム別達成状況表」
において，それに要した費用と収益，そして
その文書説明によって活動内容が把握できる
ようになっている（IRS（2013）pp.11−12）。
 さらにpartⅧの「収入の状況」や，PartⅨ
の「機能別支出の状況」によっても知ること
ができるようになっている20）。この仕組みに
おいては課税当局であるIRSが非課税団体の
財務情報を提供しているため，開示情報の網
羅性と信頼性が確保されている（Krishnan，
2006，pp.399−420）。
加えて同制度では，当該団体が当情報を
Web公開していない場合には，誰でもその
団体の事務所でForm990を複写したり送付要
求することができる。当該団体は送付要求受
理後30日以内に送付しなかった場合，１日遅
延ごとに20ドルのペナルティーが課される
（上限１万ドル）。この厳しい規制はCyber 
Accountabilityと 言われている（Gordon，
1999）。
さらに米国では，Form990sとは別に，医療・
介護事業者の情報開示としてCost Reportが
存在する。米国では医療保険は原則として
民間保険により行われているが，高齢者お
よび障がい者向け医療保険であるメディケ
ア（Medicare）と，低所得者向け医療保険
であるメディケイド（Medicaid）は政府か
らの拠出が含まれる公的保険となっている

（メディケアは公的に徴収された保険料を含
む）。これらについては，CMS（Centers for 
Medicare ＆ Medicaid Services）がMedical 
Administrative Contractorsに よ るHCRIS
（Healthcare Cost Report Information 
System）に提出された情報を反映させた
Cost ReportをWeb上で開示している。これ
は，医療機関に税や社会保険料が投入され
ていることを根拠としている。Cost Report
は，組織の特徴，施設設備，コスト・データ，
メディケア要求データそして財務諸表を報
告の構成事項とされている（www.cms.gov/
Research-Statistics-Date-and Systems/）。米
国において非営利の病院には，非営利組織ゆ
えに，そして社会からの期待に対する責任
において適切な情報開示が求められている
（Bain，2001）。

６　結び

米国のForm990sについて，情報開示の面
から示唆に富む２つの点を挙げることができ
る。１つ目は，課税当局であるIRSに提出さ
れた財務情報に基づいてWeb上で税控除組
織の財務情報が開示されているということで
ある。これは納税者を中心としたパブリック・
アカウンタビリティの視点と言える。
先に検討したように，堀田（2013，p.18）

は，パブリック・アカウンタビリティについ
ての論述の中で，「…非営利組織は社会が承
認してきた有形の便益を受け取るがゆえに納
税者に対して明らかな義務を負うものであ
る。」と述べている。また興津（2009，p.181）
は2004年の公益法人会計基準改定に当たっ
て「…公益という重要性に鑑み，広く情報利
用者の視点に立って会計基準を見直している。
確かに，公益法人は税制面での優遇措置を受
けており，また，補助金を受けている法人も
あり，納税義務を負っている国民全体に対す
る情報開示を展開する義務があることは言う
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までもない。」と，納税者に対するアカウン
タビリティに言及している。
この点からのアカウンタビリティは医療法
人にも当てはめてみることができる。医療法
人の情報開示は他の非営利法人と比べて遅れ
ているが，財源の大半を税や社会保険料とす
る公的医療保険が医療法人の収入の大半を占
めるのであるから，その財務情報を納税者に
開示するシステムを構築する必要がある。納
税者に対して情報を開示するという視点であ
れば，米国のように課税当局がすべての非営
利法人（わが国であれば医療法人を含む）の
財務情報を開示する制度が考えられてもよい
と思われる。
２つ目は，開示される情報の中に非財務
情報が含まれている点である。Form990では
partⅢの「プログラム別達成状況」において，
主な３つの活動プログラムに関する費用・収
益の状況と活動内容・成果を記載することと
されている21）。活動内容や成果に関する非財
務情報は，病院など医療サービスを提供する
医療法人の情報として重要な開示要素であ
る22）。
こういった非財務情報について，勝山

（2012，pp.499−500）は「会計理論の観点から，
「物量教示」や「叙述形式」の導入の根拠を
あきらかにしなければならない。」とした上
で，会計公準アプローチを打ち出して非財務
情報を会計情報として位置付ける理論を構築
している23）。先に検討した通り，第25号にお

いても利害関係者の情報ニーズに応えるため
に会計に期待する情報として「活動の努力及
び成果についての実績」（Ⅳ. ３⑵Ⅰ②）が挙
げられている。非財務情報が会計情報の中で
位置づけられるようになってきている。
外部財務報告の目的として営利及び非営利

の組織体とも意思決定有用性が重要視されて
いる点は同じである。しかし，非営利組織に
とっての主たる資源提供者としては「直接的
にまたは比例して報酬を受けうけない人々」
である会員，寄付者，納税者が位置付けられ
ている（SFAC No. ４，par.29）。この点が営
利組織と異なるとともに，この点こそが非営
利組織体の特徴を形作っている。本稿では，
米国において納税者が主たる情報利用者に位
置付けられていること，意思決定有用性を財
務報告の主目的としつつその中に公共の資源
を介した受託責任とアカウンタビリティを位
置づけていることに着目した。この視点から，
公共の資源を主たる収入源とする医療法人の
外部財務情報の開示を促進させる必要性を説
明することができよう。高齢社会の到来や病
院経営の不安定性等を勘案すれば，医療とい
う公益サービスの主たる提供者である医療法
人の外部財務報告制度の拡充が強く求められ
る。さらにその外部情報開示においては，財
務情報とともにサービスに関する非財務情報
の開発と開示制度の構築についての検討が今
後の大きな課題である。

〔注〕
１）利用者にとってサービス情報が重要であ

ることは言うまでもないが，本稿では外
部財務情報について焦点を当てて検討し，
サービス情報を含む非財務情報について
は今後の課題として第６章で触れるにと
どめる。

２）言うまでもなく日米では医療・保険制度
や医療サービス提供主体等が異なる。こ

のため，情報提供主体（医療提供者）の
側からの両国の比較には注意が必要であ
るが，本稿では情報利用者（利害関係者）
の側から外部財務報告制度に焦点を絞っ
て検討している。

３）医療法人は非営利組織として位置づけ
られる。医療法人の非営利性や提供す
るサービスの公益性等については杉山
（2014）などで論じられている。
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４）医療法人の持分の扱いについては非営利
性との整合性が課題であるが2004年の厚
生労働省通知により，非営利性が徹底さ
れた出資額限度法人が設立された。

５）このほかの設立主体としては，公的医療
機関としては日本赤十字，社会福祉法人
恩賜財団済生会，北海道社会事業協会，
厚生農業協同組合連合会，国民健康保険
団体連合会が，社会保険健康団体として
は全国社会保険協会連合会，厚生年金事
業振興団，船員保険会，健康保険組合及
びその連合会，共済組合及びその連合会，
国民健康保険組合が，国の機関としては
厚生労働省，防衛省，宮内庁，独立行政
法人国立病院機構，独立行政法人労働者
健康福祉機構，そのほかの機関としては
医療生協，会社，宗教法人等がある。

６）病院会計準則は，厚生労働省医政局長通
達（昭和58年８月22日付医発第824号）（改
正，医政発第0819001号平成16年８月19
日）として規定されている。

７）医療法人会計基準は四団体病院協議会会
計基準策定小委員会（2014）『医療法人
会計基準に関する検討報告書』を内容と
して，厚生労働省医政局長（2014）『医
療法人会計基準について』厚生労働省，
医政発0319第７号（平成26年３月19日）
として規定されている。

８）なお，外部情報開示と開示主体の規模と
の関係の整理は今後の課題である。検討
報告書では一人医療法人に適用するもの
ではないとしている。本稿では，医療法
人の外部財務報告を検討しているが，病
院と診療所ではその規模や役割が異なる
ため今後区分した検討が必要だと考えら
れる。

９）公益法人については行政改革大綱（2000
年12月１日閣議決定）で，公益法人改革
の推進のため「インターネットによる公
益法人のディスクロージャーについて」

（2001年８月28日，公益法人等の指導監
督等に関する関係閣僚会議申し合わせ）
が定められた。

10）2006年６月に成立した公益法人制度改革
関連三法に基づく改革。公益法人を公益
社団法人，公益財団法人と一般社団法人，
一般財団法人に分離。

11）このほか民間の外部財務情報開示を含む
情報開示のしくみとして公益財団法人公
益法人協会が運営するNOPODAS（非
営利法人データベースシステム）（www.
nopodas.com）がある。現在20,270法人（う
ち公益法人9,290件，2014年11月22日現
在）が同Webを用いて，基本情報，事
業内容，財務会計，広報，寄附募集など
についての情報を公開している。

12）他にも，社会保険医療協議会『医療経済
実態調査(医療機関等調査)報告』，全日本
病院協会医療保険・診療報酬委員会『病
院経営調査報告』，厚生労働省『平成24
年度厚生労働省医政局委託 医療施設経
営安定化推進事業 平成23年度病院経営
管理指標』など様々なものがある。

13）税制優遇から納税者や国民を情報利用者
に位置付けることができる。しかし，医
療法人については税制優遇からの説明が
適切ではない。このため本稿では，医療
費財源として公的資金や強制的公的保険
が含まれていることの方を取り上げてい
る。

14）債権者の位置づけも両国で異なる点であ
るが，本稿では財務情報を外部の広範な
利害関係者に開示することをテーマとし
ているのでここでは言及しない。なお，
英国では，公益事業体の一般目的財務諸
表の主たる情報利用者として資源提供者
としているが，そこには債権者は含まれ
ていない（第25号Ⅲ. ４）。

15）税率が低い自治体への移住ということを
考えれば意思決定有用性と徴税を結びつ
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けることも可能となろうが，そういった
ことはごくまれな例と考えられる。

16）特定非営利活動法人（NPO法人）にお
いては，同法人の根拠法の所轄庁である
内閣府のWeb上で財務諸表を含む情報
が開示されるなど（内閣府NPOポータ
ルサイトwww.npo-homepage.go.jp）外
部財務情報開示が先導的に行われている。
しかしNPO法人は医療サービスを提供
する主たる組織体とは言えないので本稿
では言及していない。

17）Form990sは課税との関係で構築された
財務情報開示制度であり，各州行う非営
利組織の財務情報開示とは別の性質のも
のである。

18）法人税控除組織。米国の寄付金税
制優遇団体は公益団体（Charities&
otherpublicbenefitNonprofit，IRC
（InternalRevenueCode）第501⒞⑶によ
り規定）であり，これにはPublicCharity
とPrivateFoundationがある。前者には
宗教団体，教育機関，アマチュアスポー
ツ団体などがあり，後者は前者以外の
公益団体であり事業型と助成型がある。
（McMillan，2010）.なお，Form990sは，
税控除組織に適用されるものであるため，
その面からは直接的にわが国の医療法人
に当てはまるとは言い切れない。しかし，
公的医療保険が収入の大半を占めるわが
国の病院と米国の病院との制度的差を勘
案すれば，「公共の監視」を目的として
いるForm990sの開示制度はわが国にお
いても示唆に富む方法と捉えられる。

19）年間収入20万ドル以上の組織はForm990，
20万ドル未満５万ドル以上の組織は
Form990-EZ，５万ドル未満の組織は
Form990-Nというように財政規模に
よって提出書類の簡素化が図られている
（IRS（2013）p. ３）。本稿ではこれらを
総称する場合にはForm990sと記載して

いる。
20）しかし，Form990には公表され広く活用
されるが故の課題もある。寄付を有利
に集めるため事業費を多く見せる会計
操作が行われるという課題も生じてい
る。このため，連邦基金から年間50万ド
ル以上受け取っている非営利団体に課さ
れている会計士による監査をForm990提
出団体へも課す必要性が指摘されている
（Krishnan，2006）。

21）Form990のpartⅢ の ひ な 形 はhttp://
www.irs.gov/pub/irs-pdf/f990.pdfで 閲
覧できる。

22）多様な事業者から利用事業者を選択する
にあたって，提供されるサービスの内容
（質）は重要である。提供するサービス
に関しては，各事業者や業界団体が自ら
公表したり，第三者によるサービスの質
評価なども行われるようになって来てい
る。例えば下記のようなものがある。介
護保険法に基づく厚生労働省の「介護
サービス情報の公表制度」によるWeb
上の介護サービスや事業所・施設を比較
検討できるサイト（www.kaigokensaku.
jp）。また，米国においては保険医療
認定機構（JCAHO）による病院機能
評価。この情報はQuality Checkサイ
ト（http://www.jointcommission.org/
qualitycheck）で検索が可能。全米80%
の病院が情報提供。日本ではこれを参考
にして行われている公益財団法人日本医
療機能評価機構（JCQHC）による病院
機能評価。全病院中認定されているの
は2,279（26.8%）（2014年11月13日現在）。
認定病院のうち，病院機能評価結果の情
報提供に同意した病院についてはHPで
「病院機能評価結果の情報提供」を行っ
ている（www.report.jcqhc.or.jp）。

23）そして，新井清光の要請的公準（有用性，
公正性）およびギブンスの見解から「社
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（Abstract）
In recent years, while external financial information disclosure has been promoted in 

many kinds of NPOs, the disclosure among medical corporations cannot be said to have 
much advanced. However, when considering the arrival of aging society and the instability 
of hospital management, it is important to promote the financial information disclosure of 
medical corporations. With such awareness, the present paper aims to clarify the necessity 
and the direction of expanding an external financial information disclosure system of medical 
corporations by examining the rationale and methods of information disclosure system in the 
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United States.
Therefore, the current accounting standards and external financial information 

disclosure system of medical corporations are organized in Chapter 2, and Chapter 3 
reviewed the necessity for external reporting of medical corporations. Then, Chapter 4 
examined the purpose of financial information disclosure and information users through 
comparing the conceptual framework of NPOs in Japan and the United States. Here, the 
study focused on the fact that the positioning of taxpayers within the concept of information 
disclosure in both countries was different. The disclosure should be promoted from 
accountability point of view among medical corporations in Japan. Chapter 5 discusses the 
fact that the information disclosure of NPOs is widely carried out online in the United States 
from the viewpoint of accountability towards taxpayers, etc. Finally, Chapter 6 states the 
necessity of disclosing the whole information of NPOs including medical corporations in an 
integrated way in Japan.


